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ⒸHARUO HAYASHI

今日お話しすること

• 法的に位置付けられた罹災証明・被災者台帳
• 生活再建支援とは何か
• 罹災証明とは何か
• 罹災証明と被災者台帳はどう関係するのか
• 被災者台帳とは何か

• 被災者台帳をどのように構築するのか
• 現在の検討課題
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ⒸHARUO HAYASHI

平成25年6月21日法律第54号

罹災証明と被災者台帳が法的に位置付けられる
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災害対応過程のモデル化(何を・いつ）
10Hrs 102Hrs 103Hrs 104Hrs 105Hrs1Hr 10Hrs時間経過 102Hrs 103Hrs 104Hrs 105Hrs1Hr

失見当期

いのちを守る

社会のフロー
を復旧する

社会のストック
を再建する

プランニング/
ロジスティクス

災
害
対
応
業
務
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生活再建支援業務とは何か

• 生活再建支援金・災害弔慰金・義援金を配分す
るだけではない

• 多様で・⾧期にわたる柔軟性と公平性を求めら
れる業務
• 個々の被災者が生活再建を成し遂げたかどうかを見

届けるまで続く業務
• 被災者の必要に応じて適切に公的支援を提供する業

務
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新潟県柏崎市における生活再建支援業務の全体像
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被災者の生活再建支援は⾧期・多岐にわたる
2007年新潟県中越沖地震における柏崎市の実態（発災から2年半）
• り災証明発行:586日
• 生活再建相談:634日
• 仮設住宅入退居支援:421日
• 仮設住宅入居者への住まい再建支援:362日

・短期集中
・⾧期継続
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基本情報（誰が、どこの家（建物）が、
どのような被害を受けたか

サービス支援状況
どのような支援がどこまで実施されているか

生活再建支援業務支援システム
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東日本大震災:岩手県でのクラウド型サービス提供
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H24.4 H24.5 H24.6 H24.7 H24.8 H24.9 H24.10H24.11H24.12 H25.1 H25.2 H25.3 H25.4 H25.5 H25.6 H25.7 H25.8 H25.9 H25.10H25.11H25.12 H26.1 H26.2 H26.3 H26.4
野田村 204 132 0 0 20 0 0 0 0 116 0 0 44 0 0 0 0 0 0 4 66 0 0 0 0

大槌町 92 0 466 2,477 2,729 666 5,573 10,923 17,001 25,348 19,611 21,386 17,179 24,649 20,483 29,701 22,599 35,506 22,838 21,682 26,209 33,361 23,115 49,174 18,562

奥州市 1 0 1 1,099 916 1,208 839 878 3,414 6,141 1,740 4,397 1,526 4,572 10,467 3,973 1,510 2,625 3,337 3,065 5,284 5,557 6,334 3,239 1,078

釜石市 688 292 963 30 53 0 310 43 70 136 612 53 83 22 26 0 68 28 19 235 0 2 155 0 0

久慈市 284 0 228 856 236 89 47 249 8 332 110 24 21 191 66 48 70 198 407 339 579 478 0 67 16

大船渡市 759 607 117 233 155 947 229 65 27 173 152 172 871 269 219 1,495 1,575 2,043 1,850 3,935 2,790 1,885 7,017 2,921 3,459

宮古市 1,318 2,506 4,528 2,060 7,951 9,209 14,310 51,481 44,188 11,140 14,427 8,694 14,677 17,149 10,927 13,616 11,327 11,192 24,952 10,903 13,654 20,233 21,166 19,464 19,252

件数

被災者台帳は⾧期間にわたって継続的に利用される
被災者台帳システムアクセス状況（H24.4～H26.4)
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被災者台帳のメリットは何か

• 窓口に来ない被災者も把握できる
→一人の取り残しのない生活再建

• 生活再建完了までの多様な業務を一元管理できる
→ヌケ・モレ・オチのない生活再建

（集計・分析・可視化）
→制度変更に柔軟に対応できる生活再建
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“一人の取り残しもない被災者生活再建支援（新潟県柏崎市）”
「取り残された被災者」へ行政が“攻める”
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東日本大震災岩手県大槌町の家屋被害のまとめ

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊 発行なし 総計

　浸水域内 3,312 571 107 64 342 4,396

　浸水域外 107 12 27 92 2,736 2,974

総計 3,419 583 134 156 3,078 7,370
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半壊・一部損壊判定がでているの
で、支援金の支援対象でないことが
確認

支援もれの可能性あり
基礎支援金 支援済

支援の対象外

地図上に支援が届かない世帯を抽出できる
生活再建支援金・基礎支援金（対象:全壊＋大規模半壊）

14



ⒸHARUO HAYASHI

どこで被災したかどこで被災したか

だれが被災したかだれが被災したか

どの程度被災したかどの程度被災したか

証明者証明者

り災証明とは何か

• 主たる居宅の被害程度に応じて判定
• 全壊(50%-)
• 大規模半壊(40%-) 中規模半壊(30%-）
• 半壊(20%-) 準半壊(10%-)
• 一部損壊(-10%)

• 阪神淡路大震災までの問題点
• 法的な根拠があいまい
• 各自治体の判断で適当に発行

（バラバラ基準）
• 判定結果の約3割に不満

• 東日本代診以降にやっと法的位置づけ
が定まる
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罹災証明は被災者台帳を作成する
最初で最大のチャンス

2007年新潟県中越沖地震の柏崎市の事例

8000棟

建物被害認定調査・外観目視

応急危険度判定

応急
仮設
住宅

応急
修理

生活
再建

支援金

国民
健康
保険
減免

介護
保険
減免

固定
資産

税減免

公費
解体

保育料
の減免

復興
基金

り災証明書発行

建物被害認定再調査・内観目視

家屋被害認定調査結果のデータベース構築

住宅再建支援・生活再建支援

義援金
の配分

60000棟

人口90000人
世帯33000世帯

棟

60000件

60000棟／33000世帯

被災者対象個人／世帯／地域の確定（被災者台帳）

生活再建相談窓口に
おける申請ベース 庁内業務中心で対応
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生活再建の最初のステップ:り災証明発給
（災害後、被災者が初めて行政と向かい合う機会）

り災証明の発給に問題があると
被災者の支援が進まない・・・
被災者の納得が得られない・・・
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仮設住宅
（復興支援室）

仮設住宅
（復興支援室）

（復興支援室）
復興基金

（復興支援室）

保育料減免
（福祉）

(福祉）

介護保険
減免

(福祉）
(福祉)

国民健康
保険減免

(福祉)

人人 家家 被害被害

生活再建業務:
さまざまな部局で同時並行的に実施される業務

義援金配分
(福祉)

（復興支援室）

生活再建
支援金

（復興支援室）

（税務）

固定資産
税減免
（税務）

建物被害
再調査

応急修理
（建設）

公費解体
（環境）

り災証明書
発行
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被災者台帳
さまざまな部局で同時並行的に

実施される業務を整理統合

被災者台帳

被災者台帳の定義:
生活再建に関するすべての行政サービスを関係者間で履歴管理するしくみ

人人 家家 被害被害
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被災者台帳をどのように構築するのか
住民基本台帳・課税台帳には

人、家、被害をつなぐ共通項目がない

人人 家家 被害被害

建物被害
調査

課税台帳

住民基本
台帳

建物被害
データ

被災者台帳
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地番図

家屋課税台帳【地番】

住宅地図
（背景図）

被害認定結果 住民基本台帳【住所】

り災証明発行記録

地理的な位置関係から各情報を自動で突合
精度が異なるので、空間的近接を手がかりに
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地理空間情報を
利用したデータ間の
「ゆるやかな」結合

精度が異なるので、
空間的近接を手がかりに

本人による最終確認
（利用者の参画）
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被災者台帳をどのように構築するのか
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被災者台帳による生活再建研究の発展の歴史
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被災者台帳をどのように構築するのか
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建物被害認定調査における５つの課題
１．調査棟数の増大

– どこの建物に被害が発
生しているのか不明

２．時間の制約
– 早く調査結果を

３．調査資源制約
– 調査員が足りない
– 大量の調査員を受け入

れられない

４．公平性の確保
– 隣の家の被害とうちの

被害の違い
– 隣の自治体とうちの自

治体の違い
– 調査員による違い

５．納得性の確保
– 誰が調査しても同じ結

果になる（被災者、大
工、自治体調査員）

– 外観のみの調査
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大量の要調査建物の発生! 大量の調査員の動員!

・初めて見る建物被害
・その被害は、どの被災
程度に分類されるか

・手順に則ると、分類
された被災程度の損傷
率はいくつか?

業務命令:
明日からあなたも調査員として

…

EDM方式の建物被害認定
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調査の質の確保
大量の要調査建物の発生! 大量の調査員の動員!
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被災者台帳をどのように構築するのか
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オンライン式建物被害認定調査の活用
Online Building Investigation System
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航空写真・ドローンを用いた一括被害認定
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被災者台帳をどのように構築するのか
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罹災証明申請書と調査済証と本人確認
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①新規受付

②居住者／所有者の選択

③調査番号（調査済証）で検索 ④空間検索
調査地点を中心に
人と家を近い順に
検索

罹災証明発行システムと窓口フロー
住基（人）住基（人） 課税（家）課税（家） 調査（被害）調査（被害）
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罹災証明発行システムと窓口フロー

⑭プレビューと印刷
（原本、控え）

原本 控え

被災者に発行 役所内に保管
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被災者台帳をどのように構築するのか
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罹災証明書の発行窓口のマネジメント

2007年中越沖地震 柏崎市（集中発行会場）
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申請書

１階受付
整理券確認、記入状況のチェック、ホチキス

総合相談
窓口

単純処理（１階）
申請書受け取り→検索→PDF確認

検索処理（２階）検索・判定結果を伝える

りさい証明
発行以外

３万世帯

地区別発給

A地区

調査済番号
有

調査済番号
無

りさい証明発給

整理券発行（玄関）

B地区 C地区 D地区

再調査（２階）

全体フレーム

検索困難
単純検索可能

判定結果を伝える

申請書

納得

申請書

納得

人整理
外

入場
管理

車の
整理

整理券

整理券

申請書
整理券
申請書
整理券

申請書
整理券
検索印

申請書
整理券
検索印 整理券再調査

印

申請書整理券再調査
印

申請書整理券再調査
印

整理券
再調査
印

調査
PDF

再調査
票

市民へ リ災
証明

市民へ 申請書
整理券
検索印

申請書整理券

りさい発給箱
再調査
票

申請書
未記入

単純検索
入場管理

１階
統括全体

統括

２階
統括 紙

検索

再調査箱

２階受付 番号札配布、窓口誘導 不満

対応
窓口

対応窓口
オペ

申請書
記入

不満

り災証明発給業務マネジメント
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り災証明書発行業務マネジメント

40



ⒸHARUO HAYASHI

被災者台帳を生活再建支援に活かすための整備
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続発した水害を通したマネジメントシステムの強化
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罹災証明発行業務の重大さの認識広まる

避難所運営

罹災証明事務
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2016年熊本地震
建物被害認定調査

調査見込棟数(市町村別割合)

生活再建支援連携体

熊本市 51%

益城町 14%

宇城市 5%

南阿蘇村 4%

御船町 3%

宇土市 3%

嘉島町 3%

甲佐町 3%

合志市 2%

西原村 2%

菊陽町 2%

大津町 2%

菊池市 2%

阿蘇市 1%

美里町 0.8%八代市 0.4% 氷川町 0.4%
玉名市 0.2% 南小国町 0.1%

玉東町 0.10%
和水町 0%

調査対象
棟数の見
込

112,256棟
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行政界を超えた建物被害の全貌の把握
-被災者台帳を活用した広域的な生活再建支援の可能性-
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東京都における生活再建支援システムの導入

H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 合計

クライアント
サーバー

豊島区
中央区

新宿区
墨田区
港区

町田市
大島町

江東区
千代田区
大田区
練馬区
葛飾区

板橋区
江戸川区
調布市

荒川区
世田谷区

品川区
北区

八王子市

台東区/杉並区
/中野区

23

共同利用

足立区 / 狛江市
武蔵野市 / 日野市
あきる野市 / 瑞穂町
西東京市 / 昭島市
奥多摩町 / 青梅市
府中市 / 東村山市
多摩市 / 東大和市

文京区/目黒区
渋谷区/立川市
三鷹市/小金井市
小平市/国分寺市
国立市/福生市
清瀬市/東久留米市
武蔵村山市/稲城市
羽村市/日の出町
檜原村

31

クラウド 八丈町 1

導入自治体数 2 5 5 3 2 17 21 55
【累計】

導入自治体数
2 7 12 15 17 34 55 -

東京都
総合防災訓練

目黒区（駒沢
公園）

あきる野市 杉並区 立川市（昭和
記念公園）

葛飾区・墨田
区（水元公
園）

調布市（多摩川） 中央区・港区（お
台場）

災害支援 京都南部豪雨 伊豆大島土砂
災害

熊本地震 西日本豪雨
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災害発生時における
被災者生活再建支援業務の

実施体制整備に関する
ガイドライン

・はじめに
Ⅰ ガイドライン策定の背景
Ⅱ ガイドライン策定の目的
Ⅲ ガイドライン策定にあたっての前提
Ⅳ ガイドライン基本対処方針
Ⅴ 被災者台帳を活用した効果的な

生活再建支援業務
Ⅵ 被災者生活再建支援業務の個別業務

標準フロー
Ⅶ 東京都被災者生活再建支援業務を

支える体制
Ⅷ 被災者生活再建支援業務を支える

情報システム基盤
・おわり
・用語集 参考資料・用語集を除き、

174ページで構成
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Geo-Wrap
データ結合
サービス

被災者台帳
による生活
再建支援
システム

洪水
土砂災害

地震・
液状化

津波 火山

竜巻

降雪

住家被害調査票テンプレート

火災

生活再建業務支援
サービス

被災者台帳による生活再建支援サービス
ひとりの被災者も取り残さない攻めの生活再建支援の実現

連絡処理票作成

とりまとめ報作成

各種業務テンプレート
AAR実施支援

事前学習FAQ

活動ログ作成

Web-EOC
活動支援システム

業務ガイドライン
マネジメントマニュアル

研修・訓練
システム 応援チーム

被災者生活再建支援
研究会

生活再建支援連携体
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現場ニーズ ソリュー
ション

ソリュー
ション

被災者台帳による
生活再建支援システム

被災者台帳による
生活再建支援システム

組織・体制整備

標準業務
手順確立 研修・訓練

実災害での応援
拡充

人材
プール
拡充

標準化された生活再建支援業務の広域的な実現

ICT技術を活用した
ソリューション開発

技術活用のしくみ作り

技術を使える人の育成

利活用を通した
継続的改善
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